
　平成 25年度当初予算は鹿屋市３月議会定例会で可決成立しました。
　一般会計当初予算の総額は、昨年度より4.3％増の435億9千6百万円で過去最大規模になります。
　これは、防災・行政・地域情報伝達システムの構築や、小・中学校の耐震化促進事業など、市民
が安全で安心して暮らせる環境づくり対策などを積極的に盛り込んだことなどによるものです。
　ここでは、新年度予算の編成方針や特徴について説明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【問い合わせ】　市財政課　☎ 0994-31-1126
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平成25年度一般会計予算歳入予算の状況

平成25年度一般会計当初予算歳出予算の目的別・性質別分類

▲性質別＝予算及び決算における「節」の区分を基準とした分類
であり、財政の健全性、弾力性を測定することができる分類

▲目的別＝予算及び決算における「款」、「項」の区分を基準
とした分類であり、各部各課ごとのおおまかな予算の比重
を知ることができる分類

　　　　　　本市は、歳入の約７割が
　　　　　　依存財源であり、国の動
向に左右されやすい予算であることが
分かります。
　依存財源のうち最も金額の大きい地
方交付税は、前年度当初予算に比べ
５億 5千万円減額の 132 億円となっ
ています。
　また、市債は、防災・行政・地域情
報伝達システムの構築や、小・中学校
の耐震化促進事業などの大型事業の実
施により、前年度当初予算に比べ９億
9千 8百万円増額の 47億 2千 3百万
円になりました。
　次に、自主財源のうち最も金額の大
きい市税は、市たばこ税が県からの税
移譲に伴い増額になることなどから、
前年度当初予算に比べ２億 6千万円
増額の 94億 9千 5百万円となってい
ます。

歳 入

義務的経費のうち、人件費は職員数の見直しなどで、前年度に比べ
3千 7百万円減額の 73億 4百万円。扶助費は、自立支援給付（障害

福祉サービス）事業費の増額や生活保護世帯・人員の増加などに伴い、７億 1千 3
百万円増額の 115 億 2千１百万円。公債費は、１億 8千７百万円減額の 49 億 4
千５百万円となっています。また、投資的経費は、前年度に比べ 11億 5千５百万
円増額の 54億 5千 4百万円となっていますが、これは、歳入と同じく、防災・行政・
地域情報伝達システムの構築や小・中学校の耐震化促進事業などの大型事業の実施
によるものです。
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地域に『 』と『 』をもたらす積 極 予 算元気 活力
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